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令和７年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【前橋市】   

                           

令和７年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

○前橋市帰国・外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会 

 【構成員】 

・教育委員会事務局、前橋市小中校長会、学識経験者（群馬大学助教授・NPO法人多文化共生ぐ
んま所属）、ボランティア団体日本語・学習支援教室VAMOS、国際交流協会、市長部局（文化国際

課・こども政策課） 

   

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
（１）前橋市の日本語指導に係る情報交換会を開催し、各関係団体の取組や課題について情報共有を行った。 

（２）「拠点的機能」を備えた体制として日本語指導スタートアッププログラム、「巡回型」を備えた体制として、海外帰

国等児童生徒日本語指導員巡回指導をそれぞれ実施した。 

（３）日本語指導を必要とする児童生徒が在籍する学校に対し、「個別の指導計画」の作成を依頼した。担当
者や管理職を対象とした研修会を悉皆で開催し、「個別の指導計画」に基づいた実践事例を共有した。 

（４）教育委員会のホームページに、日本語指導に係る支援事業の取組内容や成果を掲載した。担当者や管理職

を対象とした研修会を悉皆で開催し、日本語指導に係る支援事業の取組内容や成果を紹介した。 

（１０）日本語初期指導員は、市有施設に指導を必要とする児童生徒を集め、１人に対し約２週間程度初期指導を行

った。日本語巡回型指導員は、指導を必要とする児童生徒の学校を巡回し、１人に対し週１・２日２時間程度の指導

を行った。外国人等児童生徒保護者支援員は、３者面談等の際に保護者と学校の連携を取りやすくするために通

訳や翻訳を行った。 

（６）本市が行っている「日本語指導スタートアッププログラム」の一環として年度末に集中的に開催した。 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 
（１）【成果】 ・教育委員会をはじめ関係諸機関の取り組みや抱える課題等を共通理解することができた。 

   【課題】 ・児童生徒等の指導を充実させるための、保護者の支援を充実させることの必要性 

（２）【成果】  ・日本語指導が必要な児童生徒等が通級による指導や巡回による指導を受けることができた。 

・来日して間もない児童生徒等が、円滑に日本の学校生活に慣れることができた。 

・児童生徒、保護者、受け入れる学校の負担が軽減された。 

【課題】  ・日本語指導を必要する児童生徒等の数に対して、指導する教員や指導員の数が不足し、十 

分な指導が受けられていない。 

・拠点における指導を希望する児童生徒等や保護者は多くいるが、保護者に移動手段がない

ため指導を受けることができない児童生徒等がいた。 

（３）【成果】 ・各学校に対して、日本語指導を必要とする児童生徒等への指導は「個別の指導計画」を作成 

したうえで実施する必要があることの意識付け 

 【課題】 ・「個別の指導計画」を作成する学校が増加傾向ではあるが、徹底できていない。 

（４）【成果】 ・研修会やホームページでの本市の事業の取組内容やその成果を公表することで、参加者や閲

覧者から意見を集め、事業内容の改善に活用できる。 

・本市の取組内容を周知できた。 

【課題】 ・本市の日本語指導に係る事業の各学校への周知の徹底。 
（10）【成果】 ・日本語指導が必要な児童生徒等が通級による指導や巡回による指導を受けることができた。 

・来日して間もない児童生徒が、円滑に日本の学校生活に慣れることができた。 

・児童生徒、保護者、受け入れる学校の負担が軽減された。 

【課題】・対応すべき言語の拡大により、すべての要望に対応ができない。 



（６）【成果】 ・ゼロベースの幼児やその保護者が日本や日本の学校についての基礎的な知識を理解すること

で、幼児が入学の際に円滑に学校生活を進めることができた。 

【課題】・多言語多人数をまとめて対応するため、一人一人に対して十分な支援ができなかった。 

・保護者に移動手段がないため指導を受けることができない児童生徒等がいた。  
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４．その他（今後の取組予定等） 

 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵と併せて、文部科学省ホーム

ページで公開する。 

 


